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令和８年度大泉町公共下水道事業会計予算 

 

　（総　則） 

第１条　令和８年度大泉町公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 
　（業務の予定量） 

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。 

  （１）　整 備 区 域 面 積                        　  　　   ３０５.６ｈａ 

　（２）　年 間 整 備 面 積     　　　　　　　　　 　　　　　   　２.７ｈａ 

　（３）　主な建設改良事業 

　　　　　　管 渠 整 備 事 業　　　　　　   ４０８,７９８千円 

　　　　　　流域下水道西邑楽処理区建設事業　    　   　　　３７,９２３千円 

 
　（収益的収入及び支出） 

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　入 

  第１款　下水道事業収益　　　 　　　　　　　　　　　　　６３７,３００千円 

    第１項　営 業 収 益　　　　                           １９１,４２５千円 

    第２項　営業外収益        　                         ４４５,８７４千円 

　　第３項　特 別 利 益          　                           　 　　１千円 

支　　　出 

　第１款　下水道事業費用　 　      　                    ６１６,３００千円 

　  第１項　営 業 費 用               　                  ５７８,０５１千円 

　  第２項　営業外費用                  　               　３７,６６９千円 

　  第３項　特 別 損 失                     　             　 　 １５６千円 

　  第４項  予 備 費                        　          　 　 ４２４千円 

 
　（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

　本的支出額に対し不足する額１６５,０００千円は、当年度分消費税及び地方消費税 

　資本的収支調整額９,５０７千円及び当年度分損益勘定留保資金１５５,４９３千円 

　で補てんするものとする。）。　　　　　　　　　　　　　　 

( 346 )



収　　　入 

　第１款　資本的収入  　　 　　　　　　　　　　　　　　　４９０,５００千円 

　　第１項　企 業 債　　　　　　　　　        　　 １７７,２００千円 

  　第２項　他 会 計 補 助 金                               １６２,０００千円 

　　第３項　国 庫 補 助 金                               １４５,０００千円 

　　第４項　負 担 金 等               　　           　　 ６,３００千円 

支　　　出 

　第１款　資本的支出   　                             　 ６５５,５００千円 

    第１項　建 設 改 良 費                            　 ４４６,７２１千円 

 　 第２項　固定資産購入費                             　　　　 　　１千円 

 　 第３項　企 業 債 償 還 金                             　２０８,３４８千円 

    第４項  予 備 費                    　         　　　 ４３０千円 

 
　（企業債） 

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

　定める。 

                                                      　   （単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

   　年5.0％以内 　政府資金については､

   （ただし、利率見 その融資条件により、銀

公共下水道事業  149,300  直し方式で借り入 行その他の場合には債権

 証書借入 れる資金につい 者との協定条件による。 

又は て、利率の見直し ただし、町財政の都合に

証券発行 を行った後におい より据置期間及び償還期

   ては、当該見直し 限を短縮し、又は繰上償

  後の利率） 還若しくは低利に借換え

流域下水道事業   27,900  することができる。
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　（一時借入金） 

第６条　一時借入金の限度額は、１０,０００千円と定める。 

 
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

　と定める。 

（１）　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 

 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）　職員給与費                                     　４９,０２５千円 

 
　（他会計からの補助金） 

第９条　下水道事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

　４０２,０００千円である。 

 

　　令和８年３月３日提出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　群馬県邑楽郡大泉町長　村　山　俊　明　　 
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公 共 下 水 道 事 業 会 計

予 算 書 付 属 書 類
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収　　入 （単位：千円）

予定額 備　　考

1 下水道事業収益　 637,300

1 営業収益 191,425 営業活動から生ずる収益

1 下水道使用料 191,400 下水道使用料収入

2 その他営業収益 25
下水道指定工事店証交付手
数料

2 営業外収益 445,874
営業活動以外から生ずる収
益

1 受取利息 655 預金利息

2 補助金 10,500 社会資本整備総合交付金

3 他会計補助金 240,000 一般会計からの繰入金

4 長期前受金戻入 184,950
資産の取得に伴い交付され
た補助金等の減価償却見合
い分

5 消費税及び地方消費税
還付金 9,315
令和8年度に係る消費税及び
地方消費税還付金

6 雑収益 454 太陽光発電事業売電収入

3 特別利益 1

1 その他特別利益 1

（一）令和８年度大泉町公共下水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び支出）

款 項 目
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支　　出 （単位：千円）

予定額 備　　考

1 下水道事業費用　 616,300

1 営業費用 578,051 営業活動に要する費用

1 管渠費 8,536
管渠等の維持管理に要する
費用

2 普及促進費 2,882
浄化槽廃止補助金など普及
促進費

3 業務費 7,452
下水道使用料徴収事務委託
費

4 総係費 53,867 事業活動全般に要する費用

5 流域下水道維持管理費
負担金 156,185 汚水処理に係る費用

6 減価償却費 349,129
取得資産の価値の減少分を
償却年数に応じ費用化した
もの

2 営業外費用 37,669

1 支払利息及び企業債取
扱諸費 37,669 企業債利息の償還金

3 特別損失 156

1 過年度損益修正損 155
前年度以前の損益の修正損
失

2 その他特別損失 1

4 予備費 424

1 予備費 424

款 項 目
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収　　入 （単位：千円）

予定額 備　　考

1 資本的収入 490,500

1 企業債 177,200

1 企業債 177,200 建設改良事業債

2 他会計補助金 162,000

1 他会計補助金 162,000 一般会計からの繰入金

3 国庫補助金 145,000

1 国庫補助金 145,000 社会資本整備総合交付金

4 負担金等 6,300

1 負担金等 6,300 受益者負担金

支　　出 （単位：千円）

予定額 備　　考

1 資本的支出 655,500

1 建設改良費 446,721
下水道の整備・更新に係る
費用

1 管渠建設費 408,798
管渠整備､公共ます設置及び
道路舗装復旧の工事費

2 流域下水道建設費負担
金 37,923
西邑楽処理区建設事業負担
金

2 固定資産購入費  1

1 有形固定資産購入費 1 備品等の購入費

3 企業債償還金 208,348

1 企業債償還金 208,348 企業債元金の償還金

4 予備費 430

1 予備費 430

（資本的収入及び支出）

款 項 目

款 項 目
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　 （単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 21,762

　　減価償却費 349,129

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 189

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 4

　　法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0

　　修繕引当金の増減額（△は減少） 0

　　長期前受金戻入額 △ 184,950

　　受取利息及び配当金 △ 655

　　支払利息及び企業債取扱諸費 37,669

　　未収金の増減額（△は増加） △ 27,668

　　その他流動資産の増減額（△は増加） △ 39,730

　　未払金の増減額（△は減少） △ 66,362

　　その他流動負債の増減額（△は減少） 105

　　小計 89,115

　　受取利息及び配当金 655

　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 37,669

　業務活動によるキャッシュ・フロー 52,101

 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 374,257

　　無形固定資産の取得による支出 △ 34,476

　　国庫補助金による収入 145,000

　　一般会計からの繰入金による収入 162,000

　　負担金等による収入 6,300

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 95,433

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 177,200

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出 △ 204,468

　　その他の企業債償還による支出 △ 3,880

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 31,148

 

　資金増加額（又は減少額） △ 74,480

　資金期首残高 473,998

　資金期末残高 399,518

(二)令和８年度大泉町公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和８年４月１日 から 令和９年３月３１日 ）
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特別職 一般職 給料 手当 計

（  0  ）

3

（  0  ）

3

（  0  ）

6

（  0  ）

3

（  0  ）

3

（  0  ）

6

（  0  ）

0

（  0  ）

0

（  0  ）

0

 ※（　　）内は、暫定再任用短時間勤務職員、定年前再任用短時間勤務職員の職員数（外数）

（単位：千円）

扶養手当 期末勤勉 管理職手当 時  間  外 通勤手当 住居手当
手      当 勤務手当

本年度 432 11,182 1,276 863 174 0

前年度 234 10,746 1,276 828 174 0

比  較 198 436 0 35 0 0

（三）   給      与      費      明      細      書

(1) 総 括
（単位：千円）

職   員   数（人） 給           与           費

区      分 法定福利費 合計

本 損益勘定支弁職員 12,870 5,958 18,828 3,953 22,781

年 資本勘定支弁職員 13,759 7,969 21,728 4,516 26,244

度 合           計 26,629 13,927 40,556 8,469 49,025

前 損益勘定支弁職員 12,891 6,347 19,238 4,027 23,265

年 資本勘定支弁職員 13,067 6,911 19,978 4,178 24,156

度 合           計 25,958 13,258 39,216 8,205 47,421

比
損益勘定支弁職員 △ 21 △ 389 △ 410 △ 74 △ 484

資本勘定支弁職員 692 1,058 1,750 338 2,088

較
合           計 671 669 1,340 264 1,604

手
当
の
内
訳

区分
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  (２)  給料及び手当の増減額の明細

区     分 増減額

給     料 671 給料改定に伴う 給料改定の状況
増減分 給料の改定率 2.81％

給料の改定時期
令和7年4月1日より

昇給に伴う増額分 平均昇給率
(職員数)

 人
その他の増減分 職員数の異動状況

（現に在職
する職員数)

本年度
( ) ( ) ( )

前年度
( ) ( ) ( )

増　 減
( ) ( ) ( )

採用・退職・異動の状況
(採用) (退職)  (異動)

令和7年4月

計
手    当 669 制度改正に伴う

増減分
その他の増減分

 ※（　　）内は、暫定再任用短時間勤務職員、定年前再任用短時間勤務職員の職員数（外数）

  (３)  給料及び手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初　任　給

技能労務職 (円)

(単位：千円)

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　　　　　　　　　　　　考

473

331 0.44％

職 員 数 6 
△ 133 採用による増減

0 (その他) (計)
退職による増減

0 6人 0人 6人
異動による増減 0人 0人

△ 133 6人 0人 6人
その他の増減 0人 0人

0 0人 0人 0人
0人 0人

△2人
2人
0人

487 制度改正に伴う増減 扶養手当、時間外勤務手当、期末勤勉手当
487

182 その他の増減
182

区　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額 (円) 369,583

平均給与月額 (円) 407,935

平  均  年  齢 (歳) 49.5

平均給料月額 (円) 360,300

平均給与月額 (円) 395,378

平  均  年  齢 (歳) 48.8

一  般  会  計  の  制  度

一般行政職 (円)

高　　　校　　　卒 200,300 200,300 200,300 200,300

大　　　学　　　卒 232,000 232,000

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在

区　　　　　分 一般行政職 (円) 技能労務職 (円)
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　　　ウ　級別職員数

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

4

( ) ( ) ( ) ( )

1

( ) ( ) ( ) ( )

1

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

4

( ) ( ) ( ) ( )

1

( ) ( ) ( ) ( )

1

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

 ※（　　）内は、暫定再任用短時間勤務職員、定年前再任用短時間勤務職員の職員数（外数）

(級別の基準となる職務)

一　　般　　行　　政　　職 技　　能　　労　　務　　職

級 職  員  数 構  成  比 級 職  員  数 構  成  比
(人)   (％)  (人)   (％)  

66.6

16.7

16.7

6 100.0

66.6

16.7

16.7

6 100.0

区　　　　　　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級 6　級 7　級

主事 主任 主査 主幹
参事　　　

副参事
副参与 参与

区　　　　　　分

1　　級 1　　級

2　　級 2　　級

3　　級 3　　級

4　　級 4　　級

5　　級 5　　級

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 計

1　　級 1　　級

2　　級 2　　級

3　　級 3　　級

4　　級 4　　級

5　　級 5　　級

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 計

一　般　行　政　職

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在
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       エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は、再任用職員の支給率

　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　その他の手当

区　　　　分 合計 一般行政職 技能労務職

職員数　(A)　人 6 6
昇給に係る職員数(B)人 2 2

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人) 2 2

６号給(人)

８号給(人)

比 率 (B)/(A)  (％) 33.3 33.3 

職員数　(A)　人 6 6
昇給に係る職員数(B)人 2 2

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人) 2 2

６号給(人)

８号給(人)

比 率 (B)/(A)  (％) 33.3 33.3 

支  給  期  別  支  給  率 支給率計

  6 月  (月分)  12 月  (月分) (月分)

（ 1.225） （ 1.225） （ 2.45 ）

2.325 2.325 4.65 

（ 1.200 ） （ 1.200 ） （ 2.40 ）

2.300 2.300 4.60 

（ 1.225） （ 1.225） （ 2.45 ）

2.325 2.325 4.65 

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度額 そ の 他 の
(月分) (月分) (月分) (月分) 加算措置等

定年前早期

退職特例措置

(2%～20%加算)

定年前早期

退職特例措置

(2%～20%加算)

支給対象区分 前橋市

支給率(％) 4

支給対象職員数(人) 該当なし

国の指定基準に基づく支給率(％) 4

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

通　　勤　　手　　当 同

昇
給
数
別
内
訳

昇
給
数
別
内
訳

区　　　　分
職制上の段階、

職務の級等による
加算措置

備　　考

本  年  度 有

前  年  度 有

一般会計の制度 有

区　　　　分 備　　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の制度
(支給率等) 24.586875 33.27075 47.709 47.709

本
 
年
 
度

前
 
年
 
度
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（単位：千円）

１ 固   定   資   産

(1)

ア 土 地 0

イ 建 物 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ウ 構 築 物 11,577,835

減 価 償 却 累 計 額 △1,815,532 9,762,303

エ 機 械 及 び 装 置 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

オ 車 両 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

カ 工具､器具及び備品 132

減 価 償 却 累 計 額 △125 7

キ 建 設 仮 勘 定 67,600

有形固定資産合計 9,829,910

(2)

ア 施 設 利 用 権 1,232,758

無形固定資産合計 1,232,758

固 定 資 産 合 計 11,062,668

２ 流   動   資   産

(1) 399,518

(2) 42,568

△391 42,177

(3) 56,191

流 動 資 産 合 計 497,886

資 産 合 計 11,560,554

(四)令和８年度大泉町公共下水道事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

資   産   の   部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産
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（単位：千円）

３ 固   定   負   債

(1)
ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
2,565,277

イ そ の 他 企 業 債 3,640

企 業 債 合 計 2,568,917

固 定 負 債 合 計 2,568,917

４ 流   動   負   債

(1)
ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
186,184

イ そ の 他 企 業 債 3,880

企 業 債 合 計 190,064

(2) 104,501

(3)

ア 賞 与 引 当 金 1,842

イ 法定福利費引当金 389

ウ 修 繕 引 当 金 430

引 当 金 合 計 2,661

(4) 17,441

流 動 負 債 合 計 314,667

５ 繰   延   収   益

(1) 8,293,204

(2)
△1,199,068

繰 延 収 益 合 計 7,094,136

負 債 合 計 9,977,720

６ 資      本     金 1,295,848

７ 剰      余     金

(1)

ア 減 債 積 立 金 60,069

イ 建 設 改 良 積 立 金 180,000
ウ 当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金
46,917

利 益 剰 余 金 合 計 286,986

剰 余 金 合 計 286,986

資 本 合 計 1,582,834

負 債 資 本 合 計 11,560,554

負   債   の   部

企 業 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

資   本   の   部

利 益 剰 余 金
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(単位：千円)

(1) 下 水 道 使 用 料 173,233

(2) そ の 他 営 業 収 益 26 173,259

(1) 管 渠 費 9,910

(2) 普 及 促 進 費 2,806

(3) 業 務 費 6,684

(4) 総 係 費 34,288

(5)
流 域 下 水 道 維 持
管 理 費 負 担 金

147,097

(6) 減 価 償 却 費 343,755 544,540

営 業 損 失 371,281

(1)
受 取 利 息 及 び
配 当 金

2

(2) 他 会 計 補 助 金 245,500

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 181,989

(4)
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

3,542

(5) 雑 収 益 132 431,165

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

37,518

(2) 雑 支 出 405 37,923 393,242

経 常 利 益 21,961

(五)令和７年度大泉町公共下水道事業予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

１ 営    業    収    益  

２ 営    業    費    用  

３ 営   業   外   収   益

４ 営   業   外   費   用
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(1) そ の 他 特 別 利 益 1 1

(1) 過年度損益修正損 146

(2) そ の 他 特 別 損 失 1 147 △146

当 年 度 純 利 益 21,815

前 年 度 繰 越
利 益 剰 余 金

3,340

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

25,155

５ 特    別    利    益

６ 特    別    損    失
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（単位：千円）

１ 固   定   資   産

(1)

ア 土 地 0

イ 建 物 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ウ 構 築 物 11,181,888

減 価 償 却 累 計 額 △1,536,294 9,645,594

エ 機 械 及 び 装 置 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

オ 車 両 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

カ 工具､器具及び備品 132

減 価 償 却 累 計 額 △119 13

キ 建 設 仮 勘 定 79,670

有形固定資産合計 9,725,277

(2)

ア 施 設 利 用 権 1,266,561

無形固定資産合計 1,266,561

固 定 資 産 合 計 10,991,838

２ 流   動   資   産

(1) 473,998

(2) 14,900

△580 14,320

(3) 45,896

流 動 資 産 合 計 534,214

資 産 合 計 11,526,052

(六)令和７年度大泉町公共下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資   産   の   部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産
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（単位：千円）

３ 固   定   負   債

(1)
ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
2,574,262

イ そ の 他 企 業 債 7,520

企 業 債 合 計 2,581,782

固 定 負 債 合 計 2,581,782

４ 流   動   負   債

(1)
ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
204,466

イ そ の 他 企 業 債 3,880

企 業 債 合 計 208,346

(2) 170,863

(3)

ア 賞 与 引 当 金 1,838

イ 法定福利費引当金 389

ウ 修 繕 引 当 金 430

引 当 金 合 計 2,657

(4) 17,336

流 動 負 債 合 計 399,202

５ 繰   延   収   益

(1) 7,998,114

(2)
△1,014,118

繰 延 収 益 合 計 6,983,996

負 債 合 計 9,964,980

６ 資      本     金 1,295,848

７ 剰      余     金

(1)

ア 減 債 積 立 金 60,069

イ 建 設 改 良 積 立 金 180,000

ウ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

25,155

利 益 剰 余 金 合 計 265,224

剰 余 金 合 計 265,224

資 本 合 計 1,561,072

負 債 資 本 合 計 11,526,052

負   債   の   部

企 業 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

資   本   の   部

利 益 剰 余 金
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Ⅰ 重要な会計方針

令和２年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

1 　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 15 ～ 50年

　構築物 8 ～ 60年

　機械及び装置 5 ～ 20年

　車両及び運搬具 3 ～ 5年

　工具、器具及び備品 4 ～ 10年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による。

・主な耐用年数

　施設利用権 45年

　ソフトウエア 5年

2 　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金

（３）法定福利費引当金

（４）修繕引当金

（５）貸倒引当金

　注　記　

　大泉町は、退職手当組合に加入しており、公共下水道事業会計は一般会計を通じて、
当該組合に負担金を拠出している。公共下水道事業会計が負担金を拠出して以降の追加
的負担金は全額一般会計において措置することとなっているため、公共下水道事業にお
いては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　マンホール周囲の舗装修繕に備えるため、マンホール上部補修の支出見込額に基づ
き、当年度末までに負担すべき額を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上
している。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、
当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末におけ
る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計
上している。
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3 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

Ⅱ 予定貸借対照表等関連

1 　企業債の償還に係る他会計の負担　

Ⅲ セグメント情報

1 　報告セグメントの概要

　大泉町公共下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメントのため、記載を省
略する。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償
還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は2,328,937千円で
ある。
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1 下水道
事業 637,300 629,900 7,400

収益 1 営業収益 191,425 190,582 843

1 下水道使用
料 191,400 190,556 844

2 その他営業
収益 25 26 △ 1

2 営業外収益 445,874 439,317 6,557

1 受取利息 655 2 653

2 補助金 10,500 0 10,500

3 他会計補助
金 240,000 245,500 △ 5,500

4 長期前受金
戻入 184,950 181,989 2,961

5 消費税及び
地方消費 9,315 11,681 △ 2,366

税
還付金

6 雑収益 454 145 309

3 特別利益 1 1 0

1 その他特別
利益 1 1 0

令和８年度大泉町公共下水道事業会計予算説明書
（収益的収入及び支出）

　収　　入

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

( 366 )

（単位：千円）

予定額

下水道使用
料 191,400 下水道使用世帯数 4,760世帯

有収水量 966,000m3

下水道使用料 191,400

手数料 25 下水道指定工事店証交付手数料 25

預金利息 655 預金利息 655

国庫補助金 10,500 社会資本整備総合交付金 10,500

一般会計補
助金 240,000 一般会計からの繰入金 240,000

受贈財産評
価額 26,014 受贈財産評価額 26,014

他会計補助
金 73,428 一般会計補助金 73,428

国庫補助金 75,821 国庫補助金 75,821

県補助金 884 県補助金 884

負担金等 8,803 受益者負担金 8,803

消費税及び
地方消費税
還付金 9,315 9,315

その他雑収
益 454 太陽光発電事業売電収入 453

下水道台帳複写代 1

その他特別
利益 1 その他特別利益 1

節

区　分
説　　　　明

令和8年度に係る消費税及び地方消費税
還付金
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1 下水道事業 　 616,300 605,800 10,500

費用 1 営業費用 578,051 567,721 10,330

1 管渠費 8,536 10,837 △ 2,301

2 普及促進費 2,882 2,806 76

3 業務費 7,452 7,352 100

4 総係費 53,867 34,165 19,702

　支　　出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

( 368 )

（単位：千円）

予定額

報償費 241 受益者負担金一括納付報奨金 241

委託料 4,664 既設管路浸入水調査業務 2,497

管渠清掃業務 913

流入下水水質調査業務 407

管渠施設調査業務 847

修繕費 3,201 管路施設緊急修繕 1,001

舗装緊急修繕 2,200

修繕引当金
繰入額 430 修繕引当金繰入額 430

補助金 2,882 浄化槽廃止補助金 2,881

水洗便所改造資金等融資斡旋利子補給金 1

委託料 7,452 下水道使用料徴収事務 7,452

給料 12,870 職員３人分 12,870

手当 4,209 時間外勤務手当 644

期末勤勉手当 3,490

通勤手当 75

賞与引当金
繰入額 1,749 賞与引当金繰入額 1,749

法定福利費 3,605 市町村共済組合負担金 3,465

旧町村職員恩給組合追加費用負担金 140

法定福利費
引当金繰入
額 348 法定福利費引当金繰入額 348

退職給付費 1,931 職員退職手当負担金 1,931

備消品費 260 図書及び事務用備消耗品購入 260

燃料費 105 公用自動車燃料費 105

光熱水費 114 電気料 36

水道料 37

下水道使用料 41

印刷製本費 83 受益者負担金納付書 83

節

区　　分
説　　　　明
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5 流域下水道
維持管理 156,185 168,806 △ 12,621


費
負担金

6 減価償却費 349,129 343,755 5,374

2 営業外費用 37,669 37,518 151

1 支払利息及
び企業債 37,669 37,518 151

取扱諸費

3 特別損失 156 156 0

1 過年度損益
修正損 155 155 0

2 その他特別
損失 1 1 0

4 予備費 424 405 19

1 予備費 424 405 19

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

( 370 )

（単位：千円）

予定額

通信運搬費 721 電話料 71

郵送料 69

データ通信料 581

委託料 25,226 下水道台帳整備業務 3,195

公営企業会計システム保守業務 185

下水道情報管理システム保守業務 385

事業計画の変更設計業務 21,153

回線移設業務 308

手数料 438 オンライン決済に係るデータ伝送基本手数料 396

出納取扱金融機関公金振込手数料 13

納付書による窓口収納手数料 2

公用車車検手数料 27

賃借料 1,393 公営企業会計システム使用料 911

下水道情報管理システム使用料 244

ハードウェア使用料 238

修繕費 272 公用自動車定期点検整備 148

ガス検知器定期整備 69

その他緊急修繕 55

研修費 22 職員講習会参加負担金 22

食糧費 5 下水道整備住民説明会費 5

負担金 84 日本下水道協会負担金 72

群馬県下水道協会負担金 3

全国町村下水道推進協議会負担金 9

保険料 111 自動車損害共済掛金 24

自動車賠償責任保険料 35

下水道賠償責任保険料 52

公課費 21 自動車重量税・車検印紙代 21

貸倒引当金
繰入額 300 貸倒引当金繰入額 300

負担金 156,185 流域下水道維持管理費負担金 156,185

有形固定資
産減価償却
費 280,352 構築物・工具器具及び備品 280,352

無形固定資
産減価償却
費 68,777 施設利用権 68,777

企業債利息 37,669 公共下水道整備事業債利息 31,398

流域下水道整備事業債利息 6,271

過年度損益
修正損 155 下水道使用料過誤納金還付金 105

受益者負担金過誤納金還付金 50

その他特別
損失 1 その他特別損失 1

予備費 424 予備費 424

節

区　　分
説　　　　明
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1 資本的収入 490,500 520,000 △ 29,500

1 企業債 177,200 199,500 △ 22,300

1 企業債 177,200 199,500 △ 22,300

2 他会計補助 162,000 164,000 △ 2,000

金 1 他会計補助
金 162,000 164,000 △ 2,000

3 国庫補助金 145,000 151,000 △ 6,000

1 国庫補助金 145,000 151,000 △ 6,000

4 負担金等 6,300 5,500 800

1 負担金等 6,300 5,500 800

（資本的収入及び支出）

　収　　入

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

( 372 )

（単位：千円）

予定額

建設改良費
等の財源用企業債 177,200 公共下水道整備事業債 149,300

流域下水道整備事業債 27,900

一般会計補
助金 162,000 一般会計からの繰入金 162,000

国庫補助金 145,000 社会資本整備総合交付金 145,000

受益者負担金 6,300 受益者負担金 6,300

節

区　　分
説　　　　明
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1 資本的支出 655,500 687,700 △ 32,200

1 建設改良費 446,721 471,578 △ 24,857

1 管渠建設費 408,798 432,837 △ 24,039

2 流域下水道
建設費負 37,923 38,741 △ 818

担金

2 固定資産購
 1 1 0

入費 1 有形固定資
産購入費 1 1 0

3 企業債償還
 208,348 215,658 △ 7,310

金 1 企業債償還
金 208,348 215,658 △ 7,310

4 予備費 430 463 △ 33

1 予備費 430 463 △ 33

　支　　出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

( 374 )

（単位：千円）

予定額

給料 13,759 職員３人分 13,759

手当 8,089 扶養手当 432

管理職手当 1,276

時間外勤務手当 219

期末勤勉手当 5,943

通勤手当 99

児童手当 120

法定福利費 4,516 市町村共済組合負担金 4,356

旧町村職員恩給組合追加費用負担金 160

退職給付費 2,064 職員退職手当負担金 2,064

委託料 110 価格調査委託料 110

賃借料 2,080 覆工板賃借料 2,080

工事請負費 306,090 管渠整備工事費 295,090

公共ます設置工事費 11,000

路面復旧費 71,590 道路舗装復旧工事費 71,590

補償費 500 水道管等移転復旧補償金 500

負担金 37,923 西邑楽処理区建設事業負担金 37,923

工具、器具
及び備品 1 事務用備品等購入費 1

建設改良費
等の財源用企業債償還
金 204,468 公共下水道整備事業債元金償還金 150,285

流域下水道整備事業債元金償還金 54,183

その他の企業債償還金 3,880 公営企業適用債元金償還金 3,880

予備費 430 予備費 430

節

区　　分
説　　　　明

( 375 )


